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高圧ガス保安法に関すること
液化石油ガス法に関すること
Ｑ１　権限移譲後は、高圧ガス等の許認可や届出等の申請先は、市町村になるのか。

Ａ１　権限移譲後は基本的には、市町村が申請窓口となります。

ただし、液化石油ガスの販売所や保安機関が複数の市町村にまたがる販売事業者については、従前どおり大阪府が窓口となります。（同一の消防組合を構成している市町村間をまたがる場合や、消防事務に関して委託関係にある市町村間をまたがる場合も大阪府が窓口になります。）一方、販売所や保安機関が複数あっても１市町村内に所在する場合は、市町村が窓口となります。
Ｑ２　府内に複数ある高圧ガスの販売所の変更手続きを本社で一括して府に届出してきたが、権限移譲後はどこに行うのか。

Ａ２　高圧ガスの販売所の届出は、販売所ごとに行いますので、それぞれの市町村に届け出てもらうことになります。

Ｑ３　石油コンビナート等の高圧ガスの製造の許可や検査等には、専門的な知識が必要と考えるが、市町村に権限移譲されることにより混乱しないか。

Ａ３　市町村への権限移譲にあたって、事務に支障が生じないよう事前に職員の研修やマニュアルの整備などを行い、混乱を生じないようにします。

Ｑ４　指定保安検査機関による検査をしているが、手続きは変わるのか。

Ａ４　基本的に大阪府に提出している書類の提出先が市町村に変わるだけです。ただし、保安検査事前届出書は府独自の書類であり、移譲後は市町村の指示に従ってください。

Ｑ５　免状の再交付はどこで行えばよいのか。

Ａ５　免状の交付事務については、現在府から「高圧ガス保安協会」に委託しています。権限移譲後も同様ですので、引き続き「高圧ガス保安協会」で手続きをお願いします。

Ｑ６　液化石油ガス販売にかかり、特定供給設備の設置は、どこが許可するのか。

Ａ６　当該設備が設置される市町村が許可ならびに完成検査を行います。なお、許可を要する貯蔵施設、充てん設備（本拠地）についても同様です。
Ｑ７　府内複数の市町村における特定液化石油ガス設備工事事業を届け出ているが、今後の所管はどこになるのか。

Ａ７　各々の事業所所在地の市町村が所管となります。
